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1-1.管理会計の目的

企業価値の向上

戦略

管理会計

企業価値を上げるための戦略を遂行する
意思決定を支援するためのツール



1-2.管理会計の特徴

 要因の分解
 バリュードライバー

例： 利益 = 売上 – 原価 – 販管費
売上/費用 = 数量 × 単価
部門別P/L、顧客別売上など

 戦略の評価ツール
 PDCA(Plan – Do – Check – Action)

戦略

/計画
実行 評価

管理

会計



1-3.財務会計と管理会計

財務会計

貸借対照表
（B/S）

損益計算書
（P/L）

キャッシュフロー
計算書（CF）

管理会計

加工・分析切り口



1-4.管理会計の全体像

原価計算

損益分岐点分析（CVP）

ABC ABM

ROA

ROE
デュポン分析

SWOT分析
3C

ROI

正味現在価値

標準原価計算

個別原価計算
総合原価計算

ライフサイクルコスティング
品質原価計算

BSC（バランストスコアカード）

VE 事業部管理

予実差異分析

MCS（マネジメントコントロールシステム）

中期経営計画

コストドライバー

IRR

マーケティングミックス

コストセンター

PPM
内部振替

レベニュードライバー

ダウンサイドリスク分析

DCFWACC

EVA
プロフィットセンター

企業価値評価

管理会計と言っても、企業・事業・戦略評価から
コスト・マーケティング、投資評価、
マネジメントシステムまで、多岐に渡る



2-1.企業の生産性
（ROA/ROE/一人当たり）

 「モノ」 ROA（Return on Assets）
保有する資産の有効活用性

ROA
資産
回転率

=
売上高
利益率

利益

総資産

×

売上高

総資産

利益

売上高



2-2.企業の生産性
（ROA/ROE/一人当たり）

 「カネ」 ROE （Return on Equities）
株主資本からどれだけリターンを上げているか

ROE ROA=
財務

ﾚﾊﾞﾚｯｼﾞ

利益

株主資本

×

利益

総資産

総資産

株主資本



2-3.企業の生産性
（ROA/ROE/一人当たり）

 「ヒト」従業員一人当たり
従業員一人当たりの生産性・効率性

一人当たり/時間当たり

 売上高

 利益

 付加価値

適正な
人件費

マネジメント

平均給与



2-4.コンビニ業界の例



2-5.自動車業界の例



3-1.損益分岐点分析
（CVP: Cost Volume Profit）

 利益/損失が０となる売上高（損益分岐点：
Break Even Point）の分析

 費用を「固定費」と「変動費」に分類
<<固定費>> 売上と関係なく固定で発生

例：保有サーバー、人件費 など
<<変動費>> 売上に応じて発生

例：原材料、仕入商品 など

※厳密には両方の側面を持ったものも多く存在
例： 一定数まで固定＆超過分は従量課金 など



3-2.損益分岐点分析（CVP）

金額
（y）

販売数・操業度
（x）

売上高

費用

固定費

変動費

損益分岐点（BEP）

利益

損失



3-3.事例：トヨタ自動車

売上高

販売台数
（千台）

金額
（百万円）

損益分岐点（BEP）

約340万台
費用



3-4.事例：スズキ自動車

売上高

販売台数
（千台）

金額
（百万円）

損益分岐点（BEP）

約205万台
費用



4-1.PPM
（プロダクト・ポートフォリオ・マネジメント）

 ボストン・コンサルティング・グループ考案
 製品・事業の評価ツール

<<市場シェア>>

<<

市
場
成
長
率>>

高

高 低

低

金のなる木
Cash-Cow

スター
Star

負け犬
Dog

問題児
Question 

Mark



4-2.PPM
（プロダクト・ポートフォリオ・マネジメント）

金のなる木

スター

問題児

負け犬

シェア

高

高

低

低

成長率

低

高

低

高

スタンス

現状維持

積極投資

投資

撤退準備



4-3.PPM例

<<市場相対シェア>>
※1位の場合は2位との比率、
2位以下の場合は1位との比率

商品E
商品C

商品A
商品G

スター<Star>

金のなる木
<Cash Cow> 負け犬

<Dog>

問題児
<Question 

Mark>

<<

市
場
成
長
率(%

)>> 商品B
商品D 商品F



5-1.組織と管理会計

 企業の組織拡大・国際化・複雑化
⇒ 権限移譲、分権化
⇒ 事業部制、社内カンパニー、

ホールディングカンパニー
 責任センター/責任会計
組織の役割・責任によって区分
(1) プロフィットセンター

収益 = 売上 – 費用 に責任
(2) コストセンター

費用のみに責任
(3) インベストメントセンター

利益＋資産への投資への責任



5-2.配賦と内部振替

部門A
40名

ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ

部門B
60名

ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ

部門C
（管理部門）

ｺｽﾄｾﾝﾀｰ

売上 1,000

売上原価 350

販売管理費 150

人件費 200

配賦前利益 300

本社費配賦 250

配賦後利益 50

売上 3,000

売上原価 1,500

販売管理費 300

人件費 300

配賦前利益 900

本社費配賦 750

配賦後利益 150

販売管理費 500

人件費 500

費用合計 1,000

売上比率によって按分した場合



5-3.配賦と内部振替

部門A
40名

ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ

部門B
60名

ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ

部門C
（管理部門）

ｺｽﾄｾﾝﾀｰ

売上 1,000

売上原価 350

販売管理費 150

人件費 200

配賦前利益 300

本社費配賦 400

配賦後利益 ▲100

売上 3,000

売上原価 1,500

販売管理費 300

人件費 300

配賦前利益 900

本社費配賦 600

配賦後利益 300

販売管理費 500

人件費 500

費用合計 1,000

共通費を何を基準に配賦するか。

人数比率によって按分した場合



5-4.配賦と内部振替
（コストセンターのプロフィットセンター化）

部門A
40名

ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ

部門B
60名

ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ

部門C
（管理部門）
ｺｽﾄｾﾝﾀｰ⇒
ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ

売上 1,000

売上原価 350

販売管理費 150

人件費 200

本社費 500

利益 ▲200

売上 3,000

売上原価 1,500

販売管理費 300

人件費 300

本社費 750

利益 150

売上（内部）1,250

販売管理費 500

人件費 500

利益 250

内部取引価格をどのように設定するかが大きな課題



6-1.予算管理と予実差異分析

 予算は、

 企業の戦略・計画を数量的に表したもの
（プランニング）であり、

 業績測定・評価を通じた統制（コントロール）、
 予算実績の差異分析を通じた改善活動への
情報提供（フィードバック）機能がある

※予算策定プロセスを通じた関係者の動機づけ効果も重要

戦略／
短期計画

予算策定
業績測定
と評価

差異分析

フィードバック



6-2. 予実差異分析

 予算と実績の差異を有意な単位で分解し、
要因を正しく理解することで、責任の所在を明
らかにし、原因を追究し、改善に結びつける

例：事業部、部門単位
数量×個数、製品別、稼働率×賃率、
人数×賃率 などなど



6-3. 予実差異分析 実例



7-1.投資の意思決定

 大規模で長期（数年）を通じて効果が発生する
投資は、キャッシュフローで投資資金の流れを
見ることが重視される

 計画期間および効果が発生する期間から、
キャッシュの時間価値、機会原価などを
考慮して評価

現在の1億円は将来の1億円と同じか？
 調達コスト
 物価上昇
 不確実性 など



7-2.投資の意思決定事例

投資案件は必ずしも収益をもたらすものばかりはない
また、戦略上、技術上の優先順位なども判断に影響する
が、最低限、定量的・客観的にチェックすることは有用



8-1.原価計算

 製品やサービスを生産するのに「かかったもの
の計算」

 製造原価を正確に把握し、「本当の」収益貢献
商品を判断

 原価改善活動へのインプット

 原価計算の基本「標準原価計算」のステップ
1. 原価標準の策定

直接材料費・直接労務費・直接経費・製造間接費

2.実際原価
3.差異分析

価格差異、数量差異、操業度差異 など



8-2.標準原価計算

直接材料費
標準

直接労務費
標準

直接経費
標準

製造間接費
標準

標
準
価
格

標
準
賃
率

標準数量 標準作業時間

実際原価

標準原価

標
準
原
価
差
異

標
準
価
格

標準数量

価格差異

直接材料費
標準

数
量
差
異

標
準
賃
率

標準作業時間

賃率差異

直接労務費
標準

作
業
時
間

差
異 ・・・・



8-3.標準原価計算事例



9-1.ABC（Activity Based Costing）

ABC（活動基準原価計算）
 戦略的原価計算

⇔ 伝統的原価計算
 製造間接費を活動単位で分解し、より精緻に配賦

※コストドライバー例：
製品検査 ⇒ 『検査個数』、伝票処理 ⇒ 『伝票枚数』
問い合わせ処理 ⇒ 『問い合わせ件数』 など

①費用が発生する

「活動」を設定

②発生する費用を

「活動」に

割り当てる

③費用を配分する

単位となる

「コストドライバ
ー」を設定

④「コストドライ
バー」（数量）

×

「配賦単価」

で費用を割振る



9-2.ABC 実例



9-3.ABC 実例



9-4.ABM（Activity Based Management）

ABM（活動基準管理）
 ABCのコンセプトを利用して費用を削減、最適化

していく方法論

①「活動」を、（一般的に）CS（顧客満足）の向上

に貢献するか否かで、『付加価値活動』と『非付加
価値活動』に分類し、『非付加価値活動』に狙いを
定めて費用削減を図る

②費用を分解した「コストドライバー」「単価」で、
削減する方法を図る
※処理工数の削減、処理単価（賃率）の削減 など



9-5.ABM（Activity Based Management）

③各活動を一連のプロセスとして捉えて、プロセス
全体での費用削減を図る

プロセスマップを作成し、「活動」の関係性などを
俯瞰して全体を捉える

※受入時の作業強化（精度向上）で
全体の工数が削減

部品

納品
受入 製造 検査 出荷

修理 再検査


